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令和5年度4月補正予算（専決）概要



現計予算額
4月補正予算額

（専決）
合計

34,624,000 33,986,000 333,000 34,319,000 △ 0.9

国 民 健 康 保 険 7,367,000 6,860,700 6,860,700 △ 6.9

後 期 高 齢 者 医 療 1,076,600 1,120,400 1,120,400 4.1

介 護 保 険 7,530,300 7,243,800 7,243,800 △ 3.8

加賀山代温泉財産区 131,200 141,400 141,400 7.8

加賀山中温泉財産区 193,400 209,100 209,100 8.1

計 16,298,500 15,575,400 0 15,575,400 △ 4.4

病 院 事 業 9,755,500 9,747,100 9,747,100 △ 0.1

水 道 事 業 4,226,000 4,232,400 4,232,400 0.2

下 水 道 事 業 4,517,000 4,378,100 4,378,100 △ 3.1

計 18,498,500 18,357,600 0 18,357,600 △ 0.8

69,421,000 67,919,000 333,000 68,252,000 △ 1.7

令和5年度4月補正（専決）各会計補正予算総括表
（単位：千円％）

区分
前 年 度
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歳　　　出 （単位：千円　％）

現計予算額
4月補正予算額

（専決）
合　計

1 議 会 費 281,068 283,325 0 283,325 0.8 0.8 

2 総 務 費 3,212,089 3,038,087 0 3,038,087 △ 5.4 8.9 

3 民 生 費 11,893,956 11,856,633 68,000 11,924,633 0.3 34.7 

4 衛 生 費 3,029,946 3,006,462 265,000 3,271,462 8.0 9.5 

5 労 働 費 6,140 6,630 0 6,630 8.0 0.0 

6 農 林 水 産 業 費 368,393 374,135 0 374,135 1.6 1.1 

7 商 工 費 1,155,422 946,575 0 946,575 △ 18.1 2.8 

8 土 木 費 4,976,570 5,040,741 0 5,040,741 1.3 14.7 

9 消 防 費 1,438,832 1,362,250 0 1,362,250 △ 5.3 4.0 

10 教 育 費 2,787,191 4,474,125 0 4,474,125 60.5 13.0 

11 災 害 復 旧 費 0 0 0 0 0.0 0.0 

12 公 債 費 5,366,906 3,493,661 0 3,493,661 △ 34.9 10.2 

13 諸 支 出 金 97,487 93,376 0 93,376 △ 4.2 0.3 

14 予 備 費 10,000 10,000 0 10,000 0.0 0.0 

34,624,000 33,986,000 333,000 34,319,000 △ 0.9 100.0 計

令和5年度4月補正予算（専決）　一般会計総括表　

款
前 年 度
同 期 予 算 額
予 算 額

令 和 5 年 度
前年対比伸率 構 成 比
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歳　　　入 （単位：千円　％）

現計予算額
4月補正予算額

（専決）
合　計

1 市 税 8,800,200 8,920,900 0 8,920,900 1.4 26.0 

2 地 方 譲 与 税 284,194 274,204 0 274,204 △ 3.5 0.8 

3 利 子 割 交 付 金 11,000 9,600 0 9,600 △ 12.7 0.0 

4 配 当 割 交 付 金 31,000 47,000 0 47,000 51.6 0.1 

5 株式等譲渡所得割交付金 35,000 35,000 0 35,000 0.0 0.1 

6 法 人 事 業 税 交 付 金 128,000 158,000 0 158,000 23.4 0.5 

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,632,000 1,723,000 0 1,723,000 5.6 5.0 

8 ゴルフ場利用税交付金 95,000 87,000 0 87,000 △ 8.4 0.2 

9 環 境 性 能 割 交 付 金 31,000 30,000 0 30,000 △ 3.2 0.1 

10 地 方 特 例 交 付 金 47,000 42,000 0 42,000 △ 10.6 0.1 

11 地 方 交 付 税 8,297,000 8,218,000 0 8,218,000 △ 1.0 23.9 

12 交通安全対策特別交付金 8,000 6,000 0 6,000 △ 25.0 0.0 

13 分 担 金 及 び 負 担 金 62,327 50,347 0 50,347 △ 19.2 0.1 

14 使 用 料 及 び 手 数 料 369,752 377,581 0 377,581 2.1 1.1 

15 国 庫 支 出 金 5,613,069 5,774,448 333,000 6,107,448 8.8 17.8 

16 県 支 出 金 2,025,992 2,010,933 0 2,010,933 △ 0.7 5.9 

17 財 産 収 入 43,266 23,254 0 23,254 △ 46.3 0.1 

18 寄 附 金 430,200 610,200 0 610,200 41.8 1.8 

19 繰 入 金 1,486,361 1,433,339 0 1,433,339 △ 3.6 4.2 

20 繰 越 金 20,000 20,000 0 20,000 0.0 0.1 

21 諸 収 入 591,119 739,134 0 739,134 25.0 2.2 

22 市 債 4,582,520 3,396,060 0 3,396,060 △ 25.9 9.9 

34,624,000 33,986,000 333,000 34,319,000 △ 0.9 100.0 

構 成 比

計

款
前 年 度
同 期 予 算 額
予 算 額

令 和 5 年 度
前 年 対
比 伸 率
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1 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 5

2 新型コロナワクチン接種事業 7

主 要 事 業 等 の 概 要

4



子育て世帯生活支援特別給付金給付事業

事業全体のイメージ

【事業の目的】
食費等の物価高騰に直面し、影響を特に受ける低所得の子

育て世帯に対し、特別給付金を支給することにより、その実

情を踏まえた生活の支援を行う。

【概 要】

１ 事業年度 令和5年度

２ 総事業費 68,000千円

３ 事業内容

(1) 子育て世帯への生活支援特別給付金事業

（ひとり親世帯） 39,000千円

(2) 子育て世帯への生活支援特別給付金事業

（その他の子育て世帯） 29,000千円

（個別事業の内容を参照）

３ 財源

国（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ強化交付金 10/10)

68,000千円

【予算額】

１ 現計予算額 0千円

２ ４月補正予算額（専決） 68,000千円

３ 補正後の予算額 68,000千円

事業全体の内容

子育て支援課
【予算計上科目】
【3款 2項 1目中 子育て世帯臨時特別給付金給付事業費】
【3款 2項 5目中 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費】

令和2年度 新型コロナウイルス感染症の影響により、経済的に大
きな影響を受ける子育て世帯及びひとり親世帯へ緊急的支援とし
て臨時特別給付金の支給を実施してきた。
･令和2年 6月10日から随時 子育て世帯臨時特別給付金の支給
（全額国補助）
･令和2年 7月10日から随時 ひとり親世帯臨時特別給付金の支給
（全額国補助）
･令和2年12月16日から随時 ひとり親世帯臨時特別給付金の再支給
（全額国補助）
･令和2年 5月26日から随時 ひとり親世帯臨時特別給付金の支給(1回目）
（市補助）
･令和3年 2月26日から随時 ひとり親世帯臨時特別給付金の支給(2回目）
（市補助）

令和3年度 新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中
で、子育て世帯及びひとり親世帯の生活の支援を行う観点から臨
時特別給付金の支給を実施してきた。
･令和3年 4月23日から随時 子育て世帯生活支援特別給付金(ひとり親世帯）
の支給（全額国補助）

･令和3年 6月18日から随時 子育て世帯生活支援特別給付金(その他世帯）
の支給（全額国補助）

･令和3年12月17日から随時 子育て世帯への臨時特別給付金の支給(先行給
付）（全額国補助）

･令和3年12月28日から随時 子育て世帯への臨時特別給付金の支給(追加給
付）（全額国補助）

令和4年度 新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中
で、真に生活に困っている子育て世帯及びひとり親世帯の生活の
支援を行う観点から臨時特別給付金の支給を実施してきた。
･令和4年 6月3日から随時 子育て世帯生活支援特別給付金(ひとり親世帯）
の支給（全額国補助）

･令和4年 6月10日から随時 子育て世帯生活支援特別給付金(その他世帯）
の支給（全額国補助）

令和5年度 食費等の物価高騰に直面する真に生活に困っている方々へ
の支援措置強化

令和５年度４月補正予算（専決） 主要事業等の概要
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(2) 子育て世帯への生活支援特別給付金事業
（その他の子育て世帯）

子育て支援課 【予算計上科目：3款 2項 1目中
子育て世帯臨時特別給付金給付事業費】

【事業の目的】
食費等の物価高騰等に直面する非課税世帯の子育て世帯に

対し、子育て世帯に対する生活支援特別給付金を支給する。

【令和5年度 事業の概要】
１ 事業費 29,000千円

２ 事業内容

子育て世帯への生活支援特別給付金事業

（その他の子育て世帯）

事務費分 5,000千円

事業費分 24,000千円

３ 財源内訳

国（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ強化交付金 10/10）

29,000千円

事業の内容（個別）

(1) 子育て世帯への生活支援特別給付金事業
（ひとり親世帯）

子育て支援課 【予算計上科目：3款 2項 5目中
ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費】

【事業の目的】
食費等の物価高騰等に直面するひとり親世帯に対し、子育

て世帯に対する生活支援特別給付金を支給する。

【令和5年度 事業の概要】
１ 事業費 39,000千円

２ 事業内容

子育て世帯への生活支援特別給付金事業（ひとり親世帯）

事務費分 1,450千円

事業費分 37,550千円

３ 財源内訳

国（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ強化交付金 10/10）

39,000千円

事業の内容（個別）

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業

支給対象者
・令和4年度子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世
帯以外の子育て世帯分）を受給した世帯
・児童手当又は特別児童扶養手当の支給を受けているも
ので、令和4年度分の住民税均等割が非課税であるもの
（申請不要）
・直近で収入が減少した世帯についても支給（要申請）
給付額
・児童1人当たり一律５万円

支給対象者
・令和5年3月分の児童扶養手当の支給を受けているもの
（申請不要）※（2）の対象者を除く

・直近で収入が減少した世帯についても支給（要申請）
給付額
・児童1人当たり一律５万円
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新型コロナワクチン接種事業
新型コロナウイルスワクチン接種推進室

【予算計上科目：4款 1項 3目中
予防対策事務費】

事業イメージ

【事業の目的】
新型コロナワクチンの特例臨時接種の実施期間が令和6年3

月末まで延長されることに伴い、ワクチン接種に必要な体制

を確保する。

【概 要】

１ 事業年度 令和5年度

２ 事業費 265,000千円

３ 事業内容

(1) 委託料・負担金 256,210千円

（個別接種委託、コールセンター運営委託等）

(2) その他諸経費 8,790千円

（個別通知郵送料、広報印刷費等）

４ 財源内訳

国（新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金
10/10） 133,471千円

国（新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費
補助金 10/10） 131,529千円

【予算額】

１ 現計予算額 0千円

２ ４月補正予算額（専決） 265,000千円

３ 補正後の予算額 265,000千円

事業の内容

【接種の内容】
１ 接種時期・接種対象者
(1) 春開始接種（5月8日～8月）

初回接種（1・2回）を終えた次の人
（約17,500人）
① 65歳以上
② 基礎疾患を有する人
③ 医療従事者等

(2) 秋開始接種（9～12月）
初回接種（1・2回）を終えた５歳以上のすべての人
（約51,000人）

※乳幼児（4か月～4歳）は通年で接種可能

２ 予約方法
(1) WEB予約システムによる予約（PC、スマートフォン等）

(2) コールセンターへの電話予約
(3) 各医療機関に直接予約

３ 実施方法
医療機関による個別接種

令和５年度４月補正予算（専決） 主要事業等の概要
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